
地域発！
現場検証シリーズ

東日本大震災からすでに10年以上たった。この間、復興に向けてさまざまな挑戦が続けられてきた。
こうした活動は継続されてはいるものの、復興を超えて、次の成長に向けた動きも多く試みられている。
東邦銀行もまた、地域経済の次の成長に向けて動き出している。「地銀として、『すべてを地域のために』
という基本的な考え方に基づいて、法人そして個人のお客さまのために一緒になって価値を創り上げる
価値共創がわれわれの役割だと考え、行内で共有しています」（佐藤稔東邦銀行取締役頭取）。

株式会社東邦銀行
取締役頭取　佐藤　　稔
□所在地 〔本店〕福島県福島市大町3-25
□創立日 1941年（昭和16年）11月4日
□U R L https://www.tohobank.co.jp/
□事業概要 第一地方銀行
□T E L：〔本店〕024-523-3131
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中期経営計画で基礎づくり
　2021年度から始まる３カ年の中期経営計画「とうほう『輝』プラン」では、金融サービスの枠を超え
て地域社会に貢献する会社へとの長期ビジョンの下、地域、お客さま、従業員、そして銀行が輝くため
の方向性、目標を明確に掲げ、地域へ貢献できる基盤を構築してきた。法人に対しては個別企業の事業
価値の向上を、個人に対しては最適な暮らしづくりを支援するコンサルティングビジネスを強化するこ
とを目指している。

　法人に対しては、もちろん従来からの基本ビジ
ネスである銀行業務としての融資は当然として、
財務的な支援を強化するため、各種補助金申請の
支援なども行い、より広い視野から企業ファイナ
ンスの強化を支援している。
　私企業だけでなく、広い意味での法人への支援
は、関連会社のとうほう地域総合研究所の役割を
進化させる方向でコンサルティング業務を強化し
ている。従来はその名称が示す通り、研究調査を
中核業務として地域経済に貢献してきたが、コン

サルティング業務を充実させることで、企業の業務サポート、自治体なども含めた DX支援などにまで
乗り出している。
　例えばサブスクリプション形式で定期的に経営会議に参加することで、会議の進め方から始まり、経
営計画の立案・実行といった経営戦略に直接的に関わる業務を伴走することで、企業価値を高めるため
の支援を導入している。さらには、人的資本の強化を支援するために人事制度の策定を支援して、人材
強化を側面から支援することでも企業価値を向上させている。
　企業価値という視点からは、企業の社会的な価値向上に向けては SDGs 施策に関しても支援している。
さらには脱炭素社会への移行という大きな社会の流れに対応して企業価値の向上をもたらすサステナビ
リティ対策に関しても、頭取が先頭に立ちサステナビリティ推進委員会を設置して、自行のサステナビ
リティ経営を推進することはも
とより、気候変動によるリスク
評価、再生可能エネルギー事業
に向けたプロジェクトファイナ
ンスなども視野に入れて取り組
んでいる。
　こうして、より広い視野から
企業価値の向上を支援するコン
サルティング事業の基盤を固め
ている。「サステナビリティ経
営は単に企業価値の向上だけで
なく、福島県の地域価値の向上
にもつながるとの確信をもって
進めています」と佐藤頭取。企
業価値と地域価値の向上を連動

地域社会に貢献する会社へ
～金融サービスの枠を超えて～グループ総合コンサルティング体制 ―伴走支援・成長支援・経営支援―

※専門家プラットフォーム
とうほう地域総合研究所所属アナリスト、経営コンサルタント、地元士業等で
形成する専門家集団

コンサルティング体制

弁護士１１名、公認会計士１３名、経営者３名、
社労士１名、中小企業診断士１名
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■当行グループが連携し、グループ総合力を活かした三位一体での「総合コンサルティング体制」によりお客さまの事業価値向上を実現し、地域社会の持続
的発展に貢献する企業グループを目指す
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させることにまで視野を広げている。
　多くの地方企業が抱えている事業継承の困難さ
に対しては、関係会社の東邦コンサルティング
パートナーズが M&A も含めて、そうした企業
の事業継承を支援している。東邦銀行、東邦コン
サルティングパートナーズ、とうほう地域総合研
究所が三位一体となって、グループ力を生かして
地域社会に貢献できる方向性を定着させている。
　「地域の活性化に向けて必要となる機能に関し
ては銀行から外出しし、それぞれの機能を強化す
ることが求められるのではないかと思います。地域商社などはもちろんですが、例えば地域のインバウ
ンド観光を強化するためには、地域の魅力を生かす観光事業もありうるのではとも考えます」（佐藤頭取）。
　個人顧客に対しては、預金を超えて運用も支援することで、個人に合った最適な暮らしづくりを支援
することにも力を注ぎ、多くの施策を講じてきた。これに加えて、変更されたNISA制度に対応して、長
期的に個人資産を増やすことを支援するため、銀行らしい支援の在り方を描きながら、証券会社との連
携を築こうとしている。ここでも、個人向けに新たなコンサルティング業務を加えて、さらに業務の充実、
拡大を図ろうとしている。

地域資産をもっと生かす
　「福島県はポテンシャルのある地域です。浜通り、中通り、会津と広い地域にわたり農林水産業、商工業、
観光業などがあります。しかも、先端的な技術の拠点としての取り組みも始まって、当行もそれに関与
しています」（佐藤頭取）。
　先端的な取り組みとしては、南相馬市で始まった福島イノベーション・コースト構想、浪江町に設立
された福島国際研究教育機構（F-REI）などがある。創造的復興の拠点として国家プロジェクトで進めら
れている。これまでの地域資産、未来を見据えた新たな資産、この両方がある。これらの資産は、それ

だけでも大きな価値を持つもの
の、必ずしも連携されているわ
けではない。その意味で、それ
らがもつ潜在的な価値を生かし
切っていないとの問題意識を持
つという。こうした地域資産を
個別に活用するだけではなく、
それらの連動を通して、より大
きな地域資産へと進化させるこ
とが求められる。それを担うの
も銀行グループの役割である。
　事実、そうした試みはすでに
始まっている。同行が主催する、
福島の未来を背負う若手経営者
の育成とネットワークづくりを

地域社会に貢献する会社へ
～金融サービスの枠を超えて～サステナビリティの取組み方針

■当行グループでは、「とうほうＳＤＧｓ宣言※」に基づきサステナビリティ推進に取組むことで、経済価値（当行へのイ
ンパクト）・社会価値（社会へのインパクト）の好循環を創出し、持続可能な地域社会の実現を目指しています。

社 会 価 値
（地域社会へのインパクト）

経 済 価 値
当行へのインパクト

■収益の積み上げ
■企業価値向上 ．

経済価値・社会価値の好循環を創出

持続可能な地域社会の実現

２０２３年度の取組み方針

サステナビリティの考え方

環境保全 環境配慮型の設備の導入支援等、お客さまの脱炭素に向けたコンサルティングをグループ一体で推進

ｓサポートサービス、事業承継支援等を起点とした総合的なコンサルティング営業推進を強化し、
お客さまの持続的成長をサポート

遺言信託、相続相談等の本業のコンサルティングを通じて、高齢者の安心・安全な生活に向けた取組
みを強化

お客さまの豊かな暮らしを実現できるよう、金融セミナー等を通じて金融リテラシーの醸成に向けた取組み
を進め、将来に向けた資産形成をサポート

従業員一人ひとりの多様な能力を最大限発揮できるよう、従業員エンゲージメントの向上を図り、働き
がいのある職場環境づくりに取組む

地域経済・社会

高齢化

金融サービス

ダイバーシティ

■地域・お客さまの持続的成長
■地域一体でのカーボンニュートラル

．

※環境保全、地域経済・社会、高齢化、金融サービス、ダイバーシティ
の つのテーマを設定
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目指す「とうほう次世代経営者倶楽部」での勉強会で、F-REI の取り組みについて説明を受け、最先端の
科学技術の動向について学び、自分たちの事業の将来構想に対するヒントを模索した。短期的にすぐに
成果を生み出せないとしても、長期的にみて何かしらのビジネス展開に結びつき得るきっかけになるこ
とを期待している。

成長ドライバーを磨く
　「これまでは、３年間を期間とした中期経営計画によって運営してきました。しかし、地域により貢献
していくためには、もっと長期的な視点に立って着実に事業を組み立て、実現していくことが必要なの
ではと考えるようになりました。2024年度から始まる経営計画では、2030年を目途とする長期的な計画
を策定しようとしています」（佐藤頭取）。

聞き手・執筆者　
　　神田　良（かんだ　まこと）
　　日本生産性本部　生産性新聞　編集委員
　　明治学院大学　名誉教授
　　RIMS 日本支部　支部長

　東邦銀行グループが地域活性化に向けて活用す
る成長ドライバーは３つあるという。第１のドラ
イバーは従来型コアビジネス（資金運用）を深化
させることである。ここでの確実な収益に基づい
て、第２のドライバーである幅広い分野のコンサ
ルティング業務の高度化も、そして第３のドライ
バーの新事業領域の探索も可能となる。これら３
つのドライバーをさらに磨き上げて、地域の活性
化に向けてより一層貢献することを通して、地域
にとってなくてはならない銀行グループになるべ
く、４月から始まる新年度、そして2030年を目指
して、新たな挑戦に動き出している。

�

　「地域発！現場検証シリーズ」は、公益財団法人日本
生産性本部との共同取材企画です。なお、生産性新聞の
掲載内容と一部表現が異なります。

左から▶

当研究所
　矢吹理事長

執筆者
　神田名誉教授

東邦銀行
　佐藤取締役頭取

日本生産性本部
　髙松部長

▲とうほう次世代経営者倶楽部
　浪江町視察研修会の様子
　福島水素エネルギー研究フィールド（FH2R）見学
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